
部局経営方針 

部局名 市民福祉部 部局長名 福留 久根 

①部局の使命 

（組織の存在

価値） 

全ての市民が幸せを実感できる社会を実現するために，健康で安心して暮

らせるまちづくり」目指し，事務・事業を実施する。 

予算 当初（一般）１５２．２億円 （特会）３３８．４億円 

 職 員 嘱 託 計 

本庁 １７７  ９１  ２６８ 

支所 １５１  ４８ １９９ 

②部局内の 

経営資源 

 

構成人員 

※（人） 

計 ３２８ １３９ ４６７ 

③組織目標像 

「健康で共に支えあうまちづくり・安心して快適に暮らせるまちづくり」を構

築するためには，市民一人ひとりのライフステージ・日常生活等に応じた施策

を展開する必要がある。 

 

【部内組織の見直し】  

本年度より市民福祉部では市民の福祉向上を目指して組織の再編を行い，甑

地区の医療体制を一体的に統括し，甑島における医療体制のあり方に関する取

り組みや，各診療所の効率的な管理運営体制を確立するために診療所課を設

置，また,少子化対策・子育て支援をより充実させるために子ども対策室を設

置，さらに,介護保険の改正に伴い高齢者の様々な相談に対応し，より効果的

な介護予防を目指すために地域包括支援センターが設置された。今年度はこれ

らの新しい体制での円滑かつ有効な事業の運営を推進する。 

 

【市民福祉部の重点目標項目】 

（１） 市民の健康保持・増進  

（２） 安心して暮らせる福祉社会の構築 

（３） 少子化対策・子育て支援施策の充実 

（４） 自然環境の保全，省資源化・リサイクルの構築 

（５） 市民に親しまれ信用される窓口の確立 

 

今年度は上記の目標を達成するための基本計画として，次の計画を策定する。

○「薩摩川内市地域福祉計画」（福祉課） 

○「薩摩川内市障害福祉計画（障害者福祉基本計画）」（高齢・障害福祉課）

○「健康さつませんだい２１」（市民健康課） 

○「薩摩川内市母子保健計画」（市民健康課） 

○「薩摩川内市環境基本計画」（環境課） 

○「循環型社会形成推進地域計画」（環境課） 

○「薩摩川内市一般廃棄物処理計画」（環境課） 



○「市役所環境保全率先実行計画」（環境課） 

 

平成18年度の重点目標と主な取組み 

④平成18年度の重点目標 
⑤平成18年度中に目指す 

水準（指標，目標値） 
⑥具体的な取組み 

（１） 市民の健康保持・増進 

【市民健康課】 

・市民の健康確保に努めるため

住民基本健康診査等の受診者

数の増と，受診後の保健指導を

充実させる。 

 

・各健診の受診者数５％UPを目

指す。 

・未受診者への受診勧奨通知の

実施を行う。 

 

・健診実施体制を検討する。 

・健康づくり推進員による受診

啓発を行う。 

・保健師による健診後の健康指

導を実施する。 

【国保介護課】 

・医療制度改革を見据えた体制

の整備と国保保健事業の充実。 

 

・後期高齢者医療制度創設に対

応する体制整備に取り組む。 

・メタボリックシンドローム（内

臓脂肪型肥満）に着目した国保

保健事業実施方策の検討を行

う。 

 

・後期高齢者医療制度創設に伴

う県単位の広域連合へ積極的に

関与する。 

・生活習慣改善プログラム事業

を実施する。 

（２） 安心して暮らせる福祉社会の構築 

【高齢・障害福祉課】 

・高齢者に対する相談支援体制

の充実。 

 

・地域及び各関係機関とのネッ

トワークを構築する。 

 

・地域包括支援センターによる

体制づくりを行う。 

【福祉課】 

・要保護者の保護決定のスピー

ド化｡ 

 

・申請から一ヶ月以内の決定を

行う｡ 

 

・親族，収入等のＯＡ調査を研

究する｡ 

 

【国保介護課】 

・介護保険法の改正による介護

給付・予防給付事業の円滑な実

施。 

 

・介護予防を重視した介護認定

方法の変更を市民に説明し，そ

れに伴う介護・予防給付のスム

ーズ化。 

 

・パンフレット作成や介護認定

訪問調査時の啓発実施。 

・地域密着型サービス施設の整

備。 

 

【診療所課】 

・甑島における医療体制の充

実。 

 

・診療所における医療体制のあ

り方を検討し，方針を決定する。

 

・第三者検討委員会「甑島にお

ける医療体制のあり方連絡会

議」を設置し，意見交換を行う。

【診療所課】 

・各診療所は当面直営で運営す

 

・各診療所における経営状況の

 
・経営分析と改善点の抽出を行



ることになるため，経営改善等

の取り組みを実施する。 

認識と職員の意識改革，効率的

な管理運営体制を確立する。 

・医薬品購入の適正化。 

・医業収益に対する医薬品費の

割合40％台→30％台 

 

う。 
・看護師の確保 
・各診療所の基本理念・改善目

標の設定と取り組みの強化を行

う。 

・ジェネリック医薬品への切替

え 

・医薬品の購入単価統一 

（３） 少子化対策・子育て支援施策の推進 

【子ども対策室】 

・ファミリーサポートセンター

の活用の促進と充実。 

 

・おねがい会員，まかせて会員

の登録者の増（各１００人）と

利用を進める。 

 

・市広報紙等による募集の啓発

学校・事業所等でのPR活動（今

年度は川内地域を重点に） 

【市民健康課・子ども対策室】 

・出産支援並びに乳幼児期にお

ける子育てを支援する。 

 

・不妊治療に対する医療費助成

を行うと共に，３歳未満児をも

つ保護者の子育てを支援する。

 

・「コウノトリ支援事業」「育

児リフレッシュ事業」（新規事

業）を実施し，支援する。 

（４） 自然環境の保全，省資源化・リサイクルの推進 

【環境課】 

・ラムサール条約登録湿地の藺

牟田池を保全する。 

 

・水質調査，動植物生態確認調

査の実施，外来魚のリリース禁

止，回収ボックスの設置等を実

施する。 

 

・リリース禁止制度の広報普及，

関係機関との連携により保全を

実施する。 

【環境課】 

・最終処分場の適正閉鎖を行

う。 

 

・本土４箇所，甑地区１箇所の

最終処分場の適正閉鎖事業を実

施する。 

 

・年次ごとに計画的に事業を実

施し，適正な処分場の廃止を行

う。 

【川内クリーンセンター・川内

環境センター】 

・ごみの分別収集等を適正に実

施し，施設の健全な稼動を構築

する。 

 

・定期点検等を実施し,現施設の

健全な稼動を行う。 

【川内クリーンセンター】 

・施設の維持補修業務を長期的

にプラントメーカー等に委託す

る手法等を検討する。 

【川内環境センター】 

・オゾナイザー定期点検等によ

り施設の整備維持補修を行う。

【環境課】 

・汚泥再生処理センター施設整

備事業の実施。 

 

・PFI手法導入の検討と循環型社

会形成推進地域計画の策定を行

う。 

 

・PFIアドバイザリー業務，循環

型社会形成推進地域計画策定，

施設整備のための地質調査をコ

ンサルに委託する。 



【環境課】 

・樋脇地域の粗大ゴミの川内ク

リーンセンターへの搬入体制

を整備する。 

 

・樋脇地域に粗大ゴミの中継施

設を整備し，住民の利便性を向

上する。（入来・祁答院地区の

中継も検討する。） 

 

・樋脇地域に中継施設（鉄骨造

平屋建，床面積 198.0 ㎡）を建

設する。 

・入来,祁答院地域についても搬

入を協議する。 

 （５） 市民に親しまれ信用される窓口の確立 

【市民課】 

・窓口サービス向上のために住

民基本台帳カードを普及させ

る。 

 

・全職員のカード作成，住民へ

の普及を図り，発行枚数 3,000

枚を達成する。 

・証明書自動交付機の利用率を

高める。 

 

・広報による利用促進の啓発を

行う。 

・職員の住基カード100％取得を

勧奨する。 

・システムへの機能追加を研究

する。 

【市民課等】 

・繁忙期に対応した窓口の時間

延長の検討。 

 

・年度末の繁忙時期に窓口業務

を時間延長する。 

 

・年度末のほか，年度初めその

他の繁忙期等の窓口延長等を検

討する。 

【市民政策課】 

・消費者相談・行政相談業務の

円滑な実施。 

 

・様々な相談ケースに対応する

ための相談員の技術向上 

 

・相談員の業務研修参加，老人

クラブ等での勉強会の開催 

【全課・所・室・園】 

事務事業の実施マニュアルの

作成。 

 

・事務事業ごとに申請から決定

（支払い等）までのマニュアル

作成を徹底する。 

 

・各課等において申請事務等の

適格化，関係各課との連携，担

当者不在時における作業をスム

ーズ・的確に行えるようにする。

◇ 行政改革の推進に関すること 

【和光園，高齢・障害福祉課】 

和光園の民営化事務。 

平成１９年４月１日からの民営

化に向けての事務事業を実施す

る。 

推進グループにおける事務事業

の検討・実施，検討会の開催 

【保育園，福祉課】 

川内保育園の民営化事務。 

平成２０年４月１日からの民営

化に向けての事務事業を実施す

る。 

推進グループにおける事務事業

の検討・実施，検討会の開催 

【甑敬老園，国保介護課，高齢

・障害福祉課】 

甑敬老園の民営化事務。 

平成２０年４月１日からの民営

化に向けての事務事業を実施す

る。 

推進グループにおける事務事業

の検討・実施，検討会の開催 

【福祉課，高齢・障害福祉課】 

外郭団体の経営改革プラン策

定指導。 

市社会福祉協議会，市シルバー

人材センターにおいて，経営改

革プランを策定してもらう。 

市社会福祉協議会，市シルバー

人材センターにおける経営改革

プランの作成を指導する。 



※作成日基準日は平成18年4月1日 

※支所の人員は，支所各課内のグループごとに担当職員を区分して，計上してください。(重複可) 

※嘱託員（月額報酬者）は，非常勤職員である。 


